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【要旨】 

本稿では、中国経済が、先行きもフロンティア国へのキャッチアップを続ける

ことを前提に 2035 年までの成長率を試算するとともに、その実現可能性を巡る

論点を整理した。本稿の試算によると、中国経済は、過去の東アジア諸国・地域

の経験等から示唆されるキャッチアップ過程を今後も辿れば、2035 年までに経

済規模が倍増することは可能と見込まれる。もっとも、農業の生産水準を維持す

る必要性や、輸出依存型の製造業の拡大の限界、少子高齢化の進展といった中国

が抱える状況を踏まえると、キャッチアップ過程を辿るためのハードルは高い。

こうしたハードルを越えキャッチアップを進めていくためには、イノベーショ

ンの促進に加え、制度面や資源配分面の課題への対応を着実に進め、TFP 成長率

を引き上げていくことが求められる。 
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１．はじめに 

2020 年秋の五中全会1において、中国当局は 2035 年に向けて、中等先進国並

みの所得水準を目指す方針を示し、習近平国家主席は、より具体的に、目標とし

ては設定しないものの、「2035 年に経済規模や一人当たり収入を倍増させるこ

とは完全に可能」と高めの成長率を維持していくスタンスに言及した。 

これまでの中国は、改革開放2が本格化した 1980 年頃から成長率を高め、年平

均約 10％のペースで成長してきた。この成長を牽引したのは、労働生産性の上

昇である。南巡講話3や WTO 加盟に象徴される対外開放が、外国からの技術移

転を促進し、製造業の生産性が向上した4。また「生産責任制5」導入に伴う農業

の生産性上昇によって、農村部の余剰労働力が、より生産性の高い都市部の製造

業やサービス業へ移行したことも成長率を押し上げた（Bosworth and Collins 

(2008)）。このような生産性向上を起点に所得水準が上昇し、家計貯蓄を通じて

インフラ投資や設備投資に資金が充当され、資本深化が進むことで、成長率が一

層押し上げられるという好循環が生じた。もっとも、2000 年代半ば以降は、こ

うした状況に変化が窺われる。すなわち、労働生産性の低い農業から他産業への

就業者のシフトは緩やかになっている。こうしたもとで、労働分配率の低下には

歯止めがかかり、資本蓄積のペースは鈍化している。これは、過度に投資に依存

した経済からリバランスを進める動きであり、持続的な成長の実現に資するも

のとも解される（Fukumoto and Muto (2012)）。 

このように中国経済の構造が変化しているもとで、中国経済の中長期的な成

長力の評価は、難しさを増している。中国経済は、今や世界の名目 GDP の約 2

割を占めているものの、一人当たり GDP や労働生産性は未だ米国の 2 割程度で

ある。この点を踏まえ、労働生産性が高いフロンティア国（米国）6へのキャッ

チアップの余地は大きく、日本や韓国、台湾、シンガポール（以下、東アジア諸

                                                  
1 「中国共産党第 19 期中央委員会第 5 回全体会議」。中国共産党の重要会議で、2021～25 年の 5
か年計画および 2035 年までの長期目標が議論された。 
2 1978 年 12 月に開催された中国共産党第 11 期中央委員会第 3 回全体会議において、「4 つ（工

業、農業、国防、科学技術）の現代化」による改革開放推進の方針が示された。これにより従来

の計画経済体制が見直され、農業改革や国有企業改革の実施、その後の WTO 加盟等の対外開放

といった市場原理の導入による経済の規模拡大や効率化が図られた。 
3 1992 年に、鄧小平氏は深圳などの中国南部の都市を訪問し、改革開放加速の重要性を訴えた

（「南巡講話」）。その後、中央政治局会議にて改革開放の歩みを加速する「意見」が採択され、

以後の対中直接投資の拡大をもたらした。 
4 価格の自由化や、国有企業改革などの制度改善も成長に寄与した（Kroeber (2016)）。 
5 集団労働制を止め、政府から請け負う以上の生産物について、個々の農家が自由に販売するこ

とが可能になった。 
6 例えば、Berlingieri et al. (2017)は、労働生産性が高い上位 10％の企業を「フロンティア」と定

義している。 
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国・地域）が辿ってきた成長経路を踏まえると、2030 年にかけて年平均 5～6％

程度の高い成長率を維持できると評価する声は少なくない（World Bank (2020)、

黄ほか (2021)）。中国と経済的な関係の深いカナダや豪州の中央銀行のエコノミ

ストも、4～5％程度の成長ペースが維持可能としている（Bailliu et al. (2016)、

Roberts and Russell (2019)）。一方、中国の成長率は、先行き大幅に鈍化する可能

性があると指摘する分析もみられる。例えば、Pritchett and Summers (2014)は、

100 か国・地域以上の過去の成長率を分析し、平均的なペースを上回って成長し

た国は、その後減速する傾向が強く、中国の 2013～2033 年までの成長率は年平

均約 3.9％と予想した。また、Higgins (2020)は、2018 年時点の中国の所得水準に

達した国・地域における成長ペースを踏まえると、資本蓄積ペースや全要素生産

性（TFP）成長率の鈍化などを背景に、2018～2028 年の年平均成長率は約 2.7％

まで減速し得ると試算した。 

本稿は、こうした 近の中国の中長期的な成長力を巡る研究に新たな視点を

提供するものである。本稿の貢献は、大きく 2 つに分けられる。 

1 点目は、キャッチアップに関する既存の研究を深化させた点である。各国・

地域のデータから、従来の分析に比べ詳細な産業別のキャッチアップ・スピード

（労働生産性の上昇ペース）を試算し、先行きの中国経済に当てはめている。本

稿の分析によると、中国経済が過去の東アジア諸国・地域と同様のキャッチアッ

プ過程を辿ることができれば、2035 年までに経済規模が倍増することは可能で

ある。 

2 点目は、こうしたキャッチアップ過程を辿るためのハードルの高さを定量的

に明らかにしたことである。キャッチアップに関する試算は、（１）産業間の就

業者シフトが円滑に進捗すること、（２）キャッチアップ・スピードが、過去の

経験則に沿う水準で維持されること、を前提としている。東アジア諸国・地域は、

一人当たり GDP が現在の中国程度の水準時に、こうした前提をクリアしてきた。

もっとも、中国経済が当時の東アジア諸国・地域と異なる点、特に、①人口大国

であり、食料安全保障の観点から食料自給率の確保を重視していること、②世界

の製造業に占める中国の比率が高く、これまでのような世界経済の成長ペース

を大幅に上回る速度での輸出拡大は容易ではないこと、③経済の水準が高まる

前に少子高齢化を迎えること、を踏まえると、これらの前提を満たすことは容易

ではない。本稿は、これらの点について定量的な把握を試み、「経済規模倍増」

実現のためには、労働生産性の引き上げ、とりわけ資本蓄積の深化に限界がある

もとでは TFP 成長率の引き上げが不可欠であることを示している。 
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本稿の構成は以下のとおりである。第 2 節では、新たに各国・地域の業種別

のデータを用いてキャッチアップ・スピードを試算し、こうしたプロセスに沿

って中国経済が推移した場合の成長パスを試算する。第 3 節では、こうしたキ

ャッチアップを実現するためのハードルを、東アジア諸国・地域のキャッチア

ップ期とも比較しつつ、定量的に評価する。 後に、第 4 節では、こうしたハ

ードルを越えていくために取り組むべき課題について、先行研究を参照しなが

ら簡単な議論を行う。  

２．キャッチアップ・アプローチに基づく中国の成長率見通し 

（１）試算の考え方 

 中国の一人当たり GDP は、過去数十年に亘り、過去の東アジア諸国・地域と

概ね同ペースで成長してきた。もっとも、そのもとでも足もとの水準は、依然と

して他国・地域と比べて低い（図 1）。1990 年以降、著しく成長した製造業でさ

え、労働生産性は米国の 2 割強に止まっており、対外開放の遅れているサービ

ス業の労働生産性は、さらに大きな生産性格差がある。後進国は先進国より成長

率が高い傾向にあることを踏まえると、中国経済が今後、世界経済の先頭に立つ

フロンティア国へのキャッチアップにより成長する余地は大きいとみられる

（Romer (2018)、Barro and Sala-i-Martin (2003)）7,8。 

一般に、後進国がフロンティア国へのキャッチアップを進める過程では、（１）

産業間の就業者シフト、（２）各産業の労働生産性上昇（各産業のキャッチアッ

プ）、の 2 つの経路を介してマクロでみた労働生産性が高まっていく。中国経済

の成長過程においても、この両者が重要な役割を果たしてきた。まず、産業間の

就業者シフトをみると、これまで中国では、労働生産性の低い農業から、生産性

の高い製造業やサービス業への就業者の移動が進展し、マクロでみた労働生産

性を押し上げてきた。もっとも、中国では、こうした就業者の移動による生産性

押し上げ効果は、徐々に低下してきている。これは、①農業から他産業への就業

者の移動ペースが幾分低下していること、②製造業から相対的に労働生産性の

                                                  
7 後進国は先進国より速く成長する傾向、即ち経済成長は収斂する傾向にあるかについて、①「無

条件収束」（すべての国は同一の定常状態に収束していく）、②「条件付収束」（異なる状態変数

を有する国々はそれぞれのグループの定常状態に収束する）に二分される。Barro (2016)は、後者

の「条件付収束」を仮定した分析結果を中国に当てはめ、中国の 1990 年以降の成長率は、推計

結果から示唆される平均的な成長パスをアウトパフォームしたと述べている。 
8 Branstetter (2001)は、企業の生産性向上には、外国の技術の取り込みによる世界のフロンティ

ア企業へのキャッチアップに加え、国内企業による国内のフロンティア企業へのキャッチアッ

プも重要であると指摘した。そのうえで、飯田ほか (2018)は、中国の企業データを用いて、TFP
水準の低い企業のフロンティア企業へのキャッチアップが進展していることを示し、今後の TFP
成長を支えると主張した。 
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低いサービス業へのシフトが始まっていること9、による（図 2）。次に、各産業

の労働生産性の上昇率をみても、何れの産業でも、国際的にみて高めの伸び率を

実現してきた（図 3）。こうしたもとで、労働生産性上昇率を、産業内の労働生

産性の変化と就業者の産業構成の変化要因に分解すると、何れの要因も生産性

を大きく押し上げているが、近年では上述した就業者の産業間移動の上押し寄

与が低下してきていることが分かる（図 4）。 

こうした中国の産業構造の変化が先行きも継続する可能性を踏まえつつ、キ

ャッチアップ・アプローチに基づき、中長期的な成長力を試算した代表的な先

行研究としては、IMF の Zhu et al. (2019)が挙げられる。本稿でも、ベースライ

ンとなる試算は、同論文の試算方法を援用している。その手順は、以下のとお

りである。 

第 1 段階として、中国における各年の各産業 の労働生産性上昇率は、基本的

には、その時点でのフロンティア国（本稿では米国とする）との労働生産性格

差とキャッチアップ・スピードによって規定されると考える。 

 ……（1） 

ここで、 は、t 年における j 国の産業 の労働生産性の上昇率、 は、t 年にお

ける j 国の産業 の労働生産性の水準を指す10。各国の労働生産性の実績は、国際

連合による産業別実質 GVA と ILO による産業別就業者数を用いている。産業区

分は、国際標準産業分類 ISIC4 に基づいた 7 分類である11。 

 次に、第 2 段階として、以上で求めた「産業別の労働生産性の予測値」に「産

業別就業者数の予測値」を乗じることで産業別の経済規模を試算し、それを集計

することで先行きの実質 GDP の水準を試算するという手順を取っている。 

 上述の枠組みのもとでは、後進国（中国）の先行きの成長率は、米国の各産業

の先行きの労働生産性上昇率というやや技術的な要素を除くと12、（１）産業別

                                                  
9 Rodrik (2016)は、所得水準が上昇するにつれて、製造業の雇用比率が低下する傾向が存在する

と指摘した。この背景について、Lawrence and Edwards (2013)は、製造業の生産性上昇ペースは

他産業対比速く、財とサービスの代替弾力性が低ければ、生産性上昇に伴う労働節約が財の相対

価格低下による需要増加を上回り、製造業の労働需要が減少すると指摘している。 
10 なお、過去 10 年間の同モデルでの予測誤差の平均値を、労働生産性上昇率の試算値に加えて

いる。これは、各国・各産業に特有の固定効果を制御するためである。 
11 産業区分は、国際標準産業分類 ISIC4 に基づいた 7 業種。具体的には、①農林水産業、②鉱業

（含む電気ガス水道業など）、③製造業、④建設業、⑤卸小売・宿泊・飲食業、⑥運輸・倉庫・

通信業、⑦その他サービス業（含む金融・不動産・教育・保健衛生及び社会事業など）。 
12 米国の先行きの産業別 GVA 成長率は、2016～19 年の年平均成長率が続くと仮定した。 
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就業者の先行き、（２）キャッチアップ・スピード（β）、に依存して決定される。 

（２）試算の前提 

 本稿のベースラインとなる試算では、（１）産業別就業者の先行き、（２）キャ

ッチアップ・スピード（β）、について、以下のように仮定した。 

まず、先行きの産業別就業者については、Zhu et al. (2019)に倣い、「産業別の

就業者比率の過去 10 年間のトレンド」×「国際連合による生産年齢人口予想か

ら試算される総就業者数」と仮定する13（図 5）。この前提のもとでは、先行きの

人口動態の変化は、それが労働投入に及ぼす影響という経路については、成長率

の予測に組み込まれることになる。「産業別就業者比率のトレンドが不変」との

前提は、中国における産業構造・就業者の移動傾向の変化を勘案したものではあ

るが、かなり強いものである。その妥当性や、先行きトレンドが変わったときの

影響については、次節で議論する。 

 次に、キャッチアップ・スピード（β）についてである。Zhu et al. (2019)は、

Rodrik (2013)が 118 か国のデータを用いて推計した典型的な後進国の「製造業」

のキャッチアップ・スピード（β=－0.029）を各産業で一定と仮定している。も

っとも、キャッチアップ・スピードが産業間で一定との仮定が強いことは言うま

でもない。例えば、Sondermann (2012)は、欧州各国のキャッチアップ動向を分析

し、産業によってフロンティア国へのキャッチアップの有無やスピードは異な

ると結論付けている。 

そこで、本稿では、グローニンゲン成長発展センター（以下、GGDC）が公

表している 1950～2013 年の GGDC 10-Sector Database を用いて、40 か国・地域

の産業別実質 GVA14と就業者数15をサンプルとし、（2）式の固定効果モデル16

                                                  
13 より具体的には、国際連合による生産年齢人口の予測値の伸び率を用いて、2020 年以降の ILO
の就業者数を延長した。 
14 GGDC の産業区分は、国際標準産業分類 ISIC3.1 に基づく 10 業種となっている。本稿では、

鉱業及び採石業と電気ガス水道業の 2 業種を、鉱業・電気ガス水道業等に、金融業と公的サービ

ス業、対個人サービス業の 3 業種をその他サービス業に集約し、7 業種に整理した。 
15 中国国家統計局や GGDC の中国の就業者数は、1989 年と 1990 年の間で、大きな段差が生じ

ている。Wu et al. (2015)は、1990 年以前の就業者にはインフォーマル就業者等が含まれていない

ことに起因すると指摘し、独自に推計した 1980 年以降の産業別就業者数を公表している（以下、

CIP データ）。本稿の推計では、中国の産業別の就業者数について、①1990 年以降は GGDC ベ

ース、②1980～89 年は、GGDC の産業別就業者に CIP データの前年比を当てはめて試算、③1979
年以前は、②の産業別就業者をもとに、GGDC の前年比を用いて試算した。 
16 パネルデータを使って経済成長の収束性を推計する場合（一人当たり GDP 成長率を一人当た

り GDP のラグ項で回帰）、本稿のように固定効果を含めることで欠落変数バイアスを防げるメ

リットがある。一方、パネルデータにおいて、サンプルの時系列が短い場合、固定効果を含める

ことで一人当たり GDP の係数が小さくなる（収束スピード βが過大評価されてしまう）バイア
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で、産業別にキャッチアップ・スピードを推計する。なお、 は国ダミー変

数、 は年ダミー変数である。  

 ……（2） 

推計の結果、すべての産業で β は負に有意となり、労働生産性はフロンティア

国への収束がみられることが分かった（表 6）。もちろん、ここでの推計は、産

業別にキャッチアップ・スピードを精緻化したというメリットがある一方、サン

プルとなる国・地域の数が少ないという欠点もある。そのため、以下では、Zhu 

et al. (2019)同様、Rodrik (2013)が推計したキャッチアップ・スピードを全産業に

適用した際の成長率の試算も併せて行った。 

（３）成長率の試算 

 以上を踏まえて、先行き中国経済が、キャッチアップ過程を辿った場合の成長

率を試算した（図 7）。このベースラインとなる試算では、成長率は、先行き、

労働投入の減少やキャッチアップの進展を受けて緩やかな低下傾向を辿るが、

2035 年までの平均でみて、4.8％程度の高めの成長率を維持する。この結果、中

国の経済規模は 2020 年から 2035 年にかけて 2.02 倍になる17。これは、Rodrik 

(2013)のキャッチアップ・スピードを用いた代替試算でも概ね同様である18。 

 ベースライン試算に基づくと、2035 年時点で、製造業の労働生産性は、米国

の 4 割程度まで上昇する一方、サービス業の労働生産性は 3 割弱、農業の労働

生産性は 1 割程度にとどまる（図 8）。このように、サービス業における生産性

が相対的に伸び悩むのは、外国企業の参入障壁が OECD 諸国と比べて高いこと

などが影響しているとみられる。また、農業の労働生産性も、これまでの上昇ペ

ースが緩やかであることもあり、低位にとどまっている。 

本稿のベースライン試算は、先行研究の中国経済の中長期的な成長力の試算

                                                  
スが発生することも知られているが（Nickell (1981)）、本稿では約 60 年分からなる GGDC のデ

ータセットを利用することで、この問題を一定程度回避している。 
17  経済成長の収斂傾向に関する分析については、①標本選択（データが既に産業化の進んだ先

進国に偏りがち）、②計測誤差（数十年前の過去について推定されたデータの正確性）等の問題

が指摘されている（Romer (2018)）。中国の成長力を分析した Maliszewski and Zhang (2015)も、

他国のキャッチアップ・スピードを参考に先行きの成長率を予測する場合、対象とする国の選択

によって結果が相応に変わり得ると指摘している。本稿では、国際連合、Penn World Table、GGDC 
10-Sector Database など、時系列方向・国横断方向の両面で統一的な基準で推定されたデータを使

用することでこれらの問題の緩和を図っている。 
18 2035 年までの年平均成長率は 4.6％程度となり、経済規模は 2020～35 年にかけて 1.95 倍とな

る。 
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値の中間程度に位置する。具体的には、本稿の試算値は、世界銀行やカナダ中銀

の試算値よりも低い一方、Pritchett and Summers (2014)や Higgins (2020)よりも高

い（表 9）。なお、Higgins (2020)は、キャッチアップ過程における成長パスのば

らつきは大きく、予測には不確実性が高いと指摘している。この点、同論文と同

様、各国・地域が辿った成長パスを比較すると、本稿のベースライン試算は、中

央値よりもやや高いものの、上位 25％の範囲内である（図 10）19。また、ベース

ライン試算は過去の東アジア諸国・地域の平均的な成長パスと概ね合致してお

り、こうした国・地域の経験に基づけば、中国経済がこの試算に基づく成長パス

を実現するポテンシャルは十分にあるようにみえる。  

３．キャッチアップ過程を辿るためのハードル  

前節では、中国経済が今後もキャッチアップ過程を順調に辿った場合（ベース

ライン）の成長率見通しを試算し、それに基づくと、2035 年までに中国の経済

規模は、現状から倍増することが可能であることを示した。 

ベースライン試算は、東アジア諸国・地域をはじめとする各国・地域の経験に

基づく標準的なものとは言えるが、（１）産業間の就業者シフトが、これまでの

トレンドに沿って進捗すること、（２）キャッチアップ・スピード（各産業の労

働生産性上昇率）が、過去の各国・地域の経験則に沿う水準で維持されること、

を前提としている。東アジア諸国・地域がキャッチアップを実現する過程では、

こうした前提は概ね維持されてきた。もっとも、中国経済は、幾つかの点で過去

の東アジア諸国・地域とは異なる特性を持っており、こうした前提は満たされな

い可能性がある。この際、①中国政府が、自国が人口大国であり、食料安全保障

の観点から食料自給率の確保を重視していること、②既に世界の製造業に占め

る中国の比率が高く、輸出市場で更にプレゼンスを高めていくことが容易では

ないこと、③経済の水準が高まる前に少子高齢化を迎えること、の 3 点は特に

重要と考えられる。 

食料自給率の確保や製造業の拡大の困難さは、産業間の就業者シフトを沈滞

化させるかもしれない。また、少子高齢化の進展は、産業間の就業者シフト、各

産業の労働生産性上昇率の維持の双方に影響を及ぼし得る。すなわち、労働投入

の減少は農業の生産水準の維持等の制約となり、就業者シフトを鈍化させ得る

ほか、少子高齢化による貯蓄率低下・資本蓄積の鈍化は、各産業の労働生産性を

引き上げていくうえでの逆風となる。以下では、これらのハードルについて、や

や仔細にみていく。 

                                                  
19 Penn World Table 10.0 の購買力平価調整済み実質 GDP を利用し、各国・地域の一人当たり GDP
が中国の 2019 年の水準に達した約 100 か国・地域の成長パスと比較した。 
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（１）食料安全保障と就業者シフト：産業間の就業者シフトは継続するか？ 

 1 つ目の論点は、農業から他産業への就業者シフトと食料安全保障の両立であ

る。中国では政府が食料自給率を 95％以上とする方針を示すもとで20、GDP に

占める農業の比率は、現時点では東アジア諸国・地域より高い。一方、ベースラ

イン試算では、先行き、産業間の就業者シフトと少子高齢化の影響が相まって、

農業従事者や GDP に占める農業の比率は大幅に減少する（図 11）。この結果、

農業の実質生産額は、現在の 4 割弱まで落ち込み、事実上、食料自給が放棄され

るパスとなる。 

 もっとも、現実として、食料安全保障の観点等を踏まえると、こうした産業構

造の変化を中国政府が容認するとは考えにくい。より現実的なパスとして、農業

からの就業者シフトが「農業の実質生産額が現状を維持する」程度にとどまると

仮定すると（図 12）、2035 年の GDP はベースラインの試算値を 1 割程度下回り、

現状の 1.87 倍にとどまる（図 13）。つまり、農業の生産水準の維持を前提とする

と、「経済規模倍増」を実現するためには、①農業の労働生産性を高め、円滑な

就業者シフトを支援するか、②製造業やサービス業で、通常のキャッチアップ過

程を大きく上回る労働生産性の上昇を実現する必要がある。ここ数年、農業から

他産業への就業者シフトが緩んでいることも踏まえると、農業改革が進展して

いくかは、中国の中長期的な成長力という観点から重要であると考えられる。 

（２）製造業主導の成長の持続可能性：大きすぎて成長できない？ 

2 つ目の論点は、製造業主導の成長の持続可能性である。ベースライン試算で

は、製造業比率は、2035 年時点でも 26％程度と現在の 28％程度から、ほぼ横ば

いである（図 14）21。言い換えれば、2035 年にかけて、製造業の付加価値は約

1.8 倍となることが想定されている。このもとでは、世界の製造業に占める中国

のシェアは、現在の 25％程度から、更に高まることが想定される（図 15）。過去

の東アジア諸国・地域は、そのキャッチアップ過程において、輸出主導で高めの

製造業比率を維持してきた。もっとも、同様のパスを中国経済が辿れるかは、米

中間の摩擦に加え、グローバルな貿易量の伸び率が低下していることも踏まえ

ると（図 16）、容易ではないと考えられる。中国の製造業が高めの成長を維持し

ていくためには、国内需要の活性化が重要である。 

この点、先進国対比で拡大の余地のある都市化を一層進め、所得の上昇を図っ

                                                  
20 国家糧食安全中長期規画綱要（2008～20 年）では、食料安全保障の観点から、2020 年時点で

食料自給率 95％以上を維持することを目標として掲げた。 
21 2020 年秋に開催された中国の長期経済計画を検討する五中全会でも、「製造業のウエイトを基

本的に安定させる」とされ、製造業比率を維持する方針が示された。 
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ていけば、中国には内需を拡大していく余地はなお十分にあるようにみえる（図

17）。都市部の家計所得は農村部の約 2 倍と高く、自動車などの耐久財需要の増

加が期待される（図 18）。実際、中国政府は、第 14 次五か年計画（2021～2025

年）の期間に、都市化率を 2019 年の 60.6％から 2025 年までに 65％まで引き上

げることを目標に掲げている。ただし、都市化の進展は、農業従事者の減少を通

じて農業の生産水準を押し下げる可能性もある。したがって、製造業の規模拡大

と（１）で指摘した農業の生産水準維持を両立させるためには、都市化と各産業

における一段の労働生産性上昇を同時に図っていく必要がある。 

（３）少子高齢化の資本蓄積への影響：富む前に老いる？ 

3 つ目の論点は、少子高齢化の資本蓄積への影響である。キャッチアップ過程

を生産年齢人口の増加局面で迎えた東アジア諸国・地域と異なり、中国は、早い

段階で生産年齢人口の減少に直面する（図 19）。前述の試算では、少子高齢化

が労働投入に及ぼす影響は考慮に入れている。もっとも、人口動態が経済成長に

及ぼす影響は、労働投入以外でも多岐にわたる。 

特に、中国経済にとって重要なのは、少子高齢化に伴う貯蓄率の低下が資本蓄

積に及ぼす影響である。中国経済の規模の大きさや、資本規制等を踏まえると、

国内投資の多くは国内貯蓄で賄う必要があるとみられ22、貯蓄率の低下は、これ

までの投資主導の成長からの転換を迫る可能性がある。東アジア諸国・地域は、

キャッチアップ過程において主として国内貯蓄で資本蓄積を深化させることが

できたが、中国経済は十分に資本の蓄積が進む前に高齢化が進む――富む前に

老いる――面があることは否定できない。この場合、東アジア諸国・地域並みの

キャッチアップ（労働生産性上昇）を実現するためには、TFP 成長率を高めるこ

とで資本蓄積の減速の影響を補わねばならない。 

この点を定量的に分析するために、以下では、①Curtis et al. (2015)の世代重複

モデルに基づき貯蓄率の先行きを推計し、②投資と資本ストックの先行きを試

算したうえで、③標準的な成長会計の枠組みのもとで、前述のベースラインの成

長率を実現するためにどの程度の TFP 成長率が必要か、求めることとする。 

 

 

                                                  
22 資本自由化の取り組み進捗に伴い、先行き、他国からの資金流入が大きく増加した場合には、

貯蓄率以上に投資率が高まる可能性はある。もっとも、Feldstein and Horioka (1980)は国内貯蓄と

国内投資の間には強い相関があると指摘しているほか、IMF も中国の先行きの総貯蓄率と国内

投資率は概ね同値と予想しているため、本稿では両者が一致すると仮定している。 
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＜step1：貯蓄率の推計＞ 

 以下で、先行きの貯蓄率を試算するために用いる世代重複モデルは、Curtis et 

al. (2015)が中国経済を描写するために用いた 3 世代からなるものである23。同モ

デルでは、貯蓄率は、①貯蓄をしない子供世代、②貯蓄をする現役世代、③貯蓄

を取り崩す引退世代の構成に依存する。 

子供世代（0～19 歳）：現役世代の収入から消費 

現役世代（20～63 歳）：賃金収入と貯蓄の中から、子供世代・現役世代の消

費や、引退世代への仕送り、年金の保険料を賄う 

引退世代（64～85 歳）：現役世代からの仕送りと年金、貯蓄で消費、貯蓄は

85 歳までに使い切る 

今後、中国で進む引退世代の増加は、貯蓄率の押し下げ方向に寄与する。一方、

現役世代の効用関数は、子供世代の消費に価値を感じる Barro and Becker (1989)

型が仮定されており、少子化が進むと、子供の消費に自分の収入を充当する必要

性が低下し、貯蓄率には上昇圧力がかかる。また、現役世代は、将来高齢化が進

むと予想すると、将来の現役世代からの仕送りが期待できないため、貯蓄を増や

すインセンティブも生じる。このように、少子高齢化と貯蓄率の関係は、年齢構

成によって、複雑に変化し得る構造となっている24。 

 本稿では、Curtis et al. (2015) のパラメータ推計に基づき、国際連合の長期人

口予測等を前提に、この世代重複モデルを用いて家計貯蓄率を試算した25。試

算結果をみると、①これまでの家計貯蓄率の実績を概ねトラックしているほ

か、②先行きの貯蓄率は、貯蓄率の高い生産年齢人口の減少から、低下するこ

とが示唆される（図 20）。総貯蓄率についても、総貯蓄率に家計貯蓄率を単回

帰することで試算すると、先行き低下していくと予測される（図 21）。 

  

                                                  
23 モデルの詳細については、Curtis et al. (2015)や Curtis et al. (2017)、Zhang et al. (2018)を参照。 
24 少子高齢化に伴い実質賃金が上昇した場合、割安となる資本への需要が高まり（Fukumoto and 
Muto (2012)）、実質金利の上昇を通じて、貯蓄率が上昇する可能性もあるが、Curtis et al. (2015)
のモデルではこうした経路は想定されていない。 
25 Curtis et al. (2015) が公開するレプリケーション・コードをもとに、家計貯蓄率や国際連合の

人口推計等のデータを用いて推計した。年金は年金賦課方式（pay-as-you-go）、現役世代からの

仕送りは現役世代の賃金の一定割合が引退世代に払われると仮定されている。家計が先行きの

人口動態を予測するにあたって、一人っ子政策の導入（1979 年）以前は 1978 年に公表された国

連の世界人口推計を基に予想を立て、以後は 新の人口推計を基に予想するとした。 
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＜step2：資本ストックの先行き＞ 

 次に、総貯蓄率の見通しに基づき、先行きの資本ストックを推計し、成長会

計の枠組みのもとで、資本蓄積による成長への寄与度を確認する。 

 前述のように、当面、中国では国内投資は主として国内貯蓄で賄われる可能

性が高い。そこで総貯蓄率が投資率に等しくなると仮定したうえで、（3）式の

継続棚卸法に基づき、先行きの資本ストックを推計する。資本ストックと資本

減耗率は、Herd (2020)が中国の統計等を用いて推計したデータを用いる26 。 

1  ……（3） 

ここで、 は資本ストック、 は投資額、 は資本減耗率である。 

＜step3：少子高齢化の資本蓄積への影響の評価＞ 

後に、（3）式で計算した資本ストックと国際連合の生産年齢人口の予測を基

に、（4）式のコブ・ダグラス型生産関数に基づく成長会計を用いて、ベースライ

ンの成長率実現に必要な TFP 成長率を計算する。具体的には、（4）式によって、

労働投入の寄与（ ）と資本ストックの寄与（ 1 ）を求め、第 2 節で試

算した成長率から両者を差し引くことで、成長率達成に必要な TFP 成長率（ ）

を逆算する。 

1  ……（4） 

ここで、 は中国の実質 GDP 成長率、 は TFP 成長率、 は労働投入量の前年

比、 は資本ストックの前年比、 は労働分配率を表す。 

ここでの試算によると、労働投入の下押し寄与が拡大していくなか、予測期間

の後半にかけて、少子高齢化に伴う貯蓄率の低下を受けて、資本ストックの上押

し寄与も次第に縮小する。そのため、ベースラインの成長率を実現するには、

TFP 成長率が徐々に上昇してくことが求められる（図 22）27。キャッチアップが

進展するにつれて TFP 成長率は低下しやすいことを踏まえると、これは高いハ

ードルである。もちろん、ここでの貯蓄率の試算値は、人口動態の影響のみを反

映したものであり、一定の幅をもってみる必要はある。例えば、現役世代から引

退世代への「仕送り」が減少したり、定年年齢の引き上げが進む場合には、貯蓄

率の低下ペースは緩やかになる28。もっとも、中国の貯蓄率の変動要因を分析し

                                                  
26 Herd (2020) は、中国の固定資産投資額や鉱工業セクターの資産データ等を用いて、資本スト

ックを推計している。2020 年以降の資本減耗率は、2019 年の中国の値を用いる。 
27 Penn World Table 10.0 の資本ストック・資本減耗率を用いた場合も結果は概ね同様である。 
28 Curtis et al. (2015)は、Lee and Xiao (1998)や Xie and Zhu (2009)による「親への資金援助」に関
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た Zhang et al. (2018)が指摘するように、人口動態の貯蓄率に及ぼす影響は大き

く29、軽視すべきではないと考えられる。 

４．キャッチアップの実現に向けた課題と取り組み 

以上でみてきたように、①中国経済が、今後もキャッチアップ過程を順調に

辿るならば、2035 年にかけて経済規模を倍増させることは可能であるが、②そ

のシナリオ（ベースライン試算）を実現するハードルは相応に高い。少子高齢

化等の制約を踏まえると、産業間の就業者の移動を円滑に進めつつ、各産業の

労働生産性を高めていくためには、課題も多い。 

もちろん、中国政府も、こうした課題への対応を進める方針を示している。

前節で示した「農業」や「都市化」についても方向性は示されている。すなわ

ち、農業については、労働生産性を飛躍的に高め得る農業用地の集約化・大規

模経営化は容易な課題ではないが30、中国政府は、本年の「1 号文件」31でも、

農産品の供給能力向上に向けた方針を表すなど、農業重視のスタンスを強く示

している。都市化についても、近年、中国政府は大規模都市以外の都市を中心

に都市戸籍の取得要件を緩和するなどの改革を進めている32。何れも容易な課

題ではないが、着実に改革が進展していくか注視していく必要がある。 

また、少子高齢化の資本蓄積への影響で示したように、今後とも、ベースラ

イン試算で示したようなキャッチアップを実現していくうえでは、投資の拡大

に頼らず労働生産性を高めていく――TFP 成長率を高めていく――ことが重要

となっていくと考えられる。この点についても、中国政府は、「科学技術の自

立自強」に代表されるイノベーション政策や、前述の農業や戸籍制度の改革も

含めた「生産要素の市場化」33による資源配分効率化の重要性などを指摘して

いる。以下では、これらの点について、中国の現状と課題を簡単に整理する。 

                                                  
する分析結果を引用し、現役世代の賃金収入のうち引退世代へ移転する所得の割合が近年低下

していると指摘している。また、法定定年年齢についても、2020 年秋の五中全会では、段階的

に引き上げていく方針が示された。 
29 Zhang et al. (2018)は、中国の 1955～2016 年までの家計貯蓄率の変動要因を分析し、人口動態

は貯蓄率変動の半分以上を説明する も重要なドライバーであると結論付けている。 
30 2019 年 1 月には、用地の集約化に向けた取り組みの一環として、農業用地の請負経営権の譲

渡等が認められたほか、2020 年 4 月には、農村の土地を市場化する方向性が明確化された。 
31  中国共産党と国務院が新年 初に発出する文書で、当該年の重要な政策課題が明記される。

18 年連続で、農業が取り上げられた。 
32  中国の戸籍制度は、大きく都市戸籍と農村戸籍に区分される。農村戸籍の保有者は都市に居

住・就労しても、都市戸籍の取得は制限されており、都市で受けられる公共サービスが大きく制

限されている。 
33 2020 年 4 月、中国政府は、生産要素の市場化を推進する方針を発表。そのなかでは、①都市

戸籍の取得条件の緩和による労働力の流動化、②農村の土地の市場取引化等による土地の流動
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（１）イノベーションの推進を巡る論点 

 イノベーションは、研究開発投資（R&D）や人的資本の蓄積、国際貿易を通じ

た技術移転などによって進展するが、Acemoglu et al. (2006)によると、成長過程

によって、求められるイノベーションの内容が変化する。すなわち、フロンティ

ア国との生産性の格差が大きい段階では、他国の模倣によってキャッチアップ

が可能である一方、その格差が縮小するにつれて、「独自のスキル」が欠かせな

いとしている。また、Aoki et al. (2017)は、キャッチアップ過程では、フロンテ

ィア国の生産性に収束しない均衡も存在し、それを避けるためには、企業がイノ

ベーションを進め、政府もこうした企業の技術進歩への取り組みを支援し、企業

と政府の取り組みの良いフィードバック・ループが必要と指摘している34。 

したがって、以下では、①キャッチアップ過程での成長に必要な外国からの技

術移転について中国の 近の動向を確認した後、②中国の成長にとって重要性

が増してくるとみられる「独自のスキル」としての「科学技術の自立自強」の実

現に向けた R&D 投資の動向について確認する。 

まず、他国の技術レベルに追いつくためには、外国からの直接投資や貿易を通

じて、グローバルなサプライチェーンへの関与を増やすことが重要である（Kee 

and Tang (2016)）。この点、中国への直接投資は増加を続けているほか、米国由来

の知的財産の活用も進んでおり、外国の技術等の取り込みは、進展している（図

23）。ただし、仔細にみると、これまで生産性の上昇に貢献してきた製造業への

対中直接投資は、減少に転じているほか、特に生産性の高い中国の IT サプライ

チェーンの構築を主導してきた台湾企業による直接投資は明確に減少している

（図 24）。さらに、米中貿易摩擦を契機に、米国は同国由来の技術等を使用する

製品の輸出制限を強化しているほか、バイデン政権下でもこうした措置は維持

されており（図 25）、先行き、外国からの技術移転が弱まる可能性がある。 

 次に、キャッチアップが進むなかで重要性が増してくるR&D投資については、

中国政府が 2015 年 5 月に発表した産業政策である「中国製造 2025」において強

化する方針を打ち出し、減税等によって後押ししてきた。こうしたもとで、R&D

投資は、前年比＋10％を超える増加が続いており、R&D 投資の対 GDP 比率は、

新興国では群を抜いて高い（図 26、27）。人材面においても、科学技術の修士・

博士号取得者数35は、米国を上回っている（図 28）。国際特許取得数も急増して

                                                  
化、③資本市場の規制緩和等による資金アクセスの改善を目指すとされた。 
34 Aoki et al. (2017)は、日本は 1990 年代以降、バブル経済崩壊の影響もあって、企業の R&D 投

資や政府による構造改革が進展せず、フロンティア国の生産性に収束する経路から逸脱したと

指摘している。 
35 中国は科学・工学分野、米国は工学・生物科学・コンピュータサイエンス分野等における修士
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おり、科学技術重視の政策スタンスの成果は、発揮されているように窺われる

（図 29）。政府は、2020 年秋の五中全会などで、技術面での自立を目指す方針を

明確に打ち出しており、今後も、R&D 投資は増加を続けるとみられる。 

ただし、イノベーション推進に向けた課題もある。例えば、中国の R&D 投資

の大半は、「応用研究」や「実験研究」に向けられており、「基礎研究」の比率は、

他国・地域と比べて低い（図 30）。先行研究では、基礎研究は、応用研究の難易

度を引き下げることを通じて、経済成長率を押し上げる効果があると指摘され

ている（Aghion and Howitt (1996)、Segerstrom (1998)）。中国の国際特許件数や研

究論文数は多いが、研究論文の被引用回数は少なく、R&D や研究の「質」の面

で向上の余地がある可能性もある（図 31）36。中国政府は、第 14 次五か年計画

（2021～2025 年）の期間に、R&D 投資に占める基礎研究の割合を 6％程度から

8%以上へと高めるスタンスを示したが、それでもなお、他国・地域との格差は

大きい。 

（２）資源配分の効率化 

Banerjee and Duflo (2005)や Hsieh and Klenow (2009)は、企業の生産性が不均一

なもとでは、マクロでみた TFP 成長率にとって、資源配分の効率性が重要であ

ると強調している。例えば、Foster et al. (2001)は、米国の事業所データを用いて、

起業・廃業による企業の新陳代謝が、生産性の上昇に寄与したと指摘している。

こうした資源配分の効率化には、資金の効率的な配分がカギとなる（Cong et al. 

(2019)、Midrigan and Xu (2014)）。 

中国では、民間企業のウエイトが、売上、雇用の両面で高まっている（図 32）。

また、上場企業の平均年齢をみても比較的若い（図 33）。起業も活発であり、所

謂ユニコーン企業等を多数輩出していることを踏まえても、企業部門の新陳代

謝は相応に高いようにみえる。様々な改革を経て、市場メカニズムも活用した中

国経済の資源配分機能は、徐々に高まっている面はあると考えられる。 

もっとも、鉱工業の総資産でみると、依然として、国有企業が約 4 割を占有し

ている（図 34）37。これらの中には、収益性に劣る先も少なくない。中国企業は、

銀行借入による資金調達の割合が高いが、銀行貸出は残高ベースで過半が国有

企業向けに集中している（図 35）。銀行貸出の資金再配分機能をより定量的に測

                                                  
号・博士号の取得者数。 
36 先行研究では、中国より R&D 投資に占める基礎研究比率が高い米国や日本においても、特許

の被引用情報を用いた分析によって、R&D 投資の効率性が低下していると指摘されている

（Bloom et al. (2020)、王・高橋 (2020)）。 
37 Hsieh and Klenow (2009)は、中国の製造業における資源配分が米国並みにまで改善されれば、

TFP を 30～50％程度引き上げることができると指摘している。 
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定するために、固定資産投資向けの国内貸出を用いて、再配分指標（リリエン指

数）を測定した38。リリエン指数は、業種間の国内貸出の前年比と全業種の国内

貸出の前年比の乖離幅を集計しており、当該指標の値が大きければ、業種間の資

金の移動が活発である（＝資金再配分機能が高い）ことを意味している。 

∑ ∆ ∆
/

……（5） 

ここで、 はt年の全業種向け国内貸出、 はt年のi業種向けの国内貸出である。

業種数（N）は 80 業種である。 

中国の「貸出」のリリエン指数は、2009 年以降、低下傾向が続いている（図

36）。この間、業種別の「就業者数」のリリエン指数は上昇傾向を辿っており労

働の再配分は活発に行われていることも踏まえると（図 37）、労働対比でみても

銀行を介した資金再配分機能が低下している可能性が示唆される。この点、Cong 

et al. (2019) は、①2009 年の大規模な景気刺激策によって国有企業に信用供与が

集中し、その後もそうした傾向が続いていること、②経済の不確実性が高い状況

下で、政府による国有企業に対する「暗黙の保証」39が国有企業への与信を助長

していること、を指摘している。こうした生産性の低い国有企業への融資は、非

効率な投資に繋がり、債務の積み上がりをもたらしている可能性がある（図 38）。

成長と金融安定の確保の両立は重要な政策課題である。 

もちろん、中国政府も 2010 年代後半以降、デレバレッジを進めるなど金融安

定にも配慮した政策運営を進めてきた。また、資源配分の歪みの一因とみられる

政府による所謂「暗黙の保証」についても、地方政府に「暗黙の保証」を禁じる

など、対策を進めている。もっとも、新型コロナウイルス感染症拡大以降、一旦

縮小したクレジット・ギャップ40が再度拡大に転じており（図 38）、先行きの動

向は注視していく必要がある。 

                                                  
38 才田・関根 (2001)は、同じ指標を用いて、日本の資金再配分機能を測定している。 
39 Lam et al. (2017)は、「暗黙の保証」の具体例として、①2002 年までは土地を政府からの割当や

簿価で購入可能であったほか、それ以降も土地使用料の優遇がある、②石油や天然ガスなどの天

然資源の購入時に価格や税金面の優遇がある、③税金の免除などの財政支援がある、ことを挙げ

ている。その結果、国有企業は、格付けが民間企業よりも高く、低いコストで資金調達が可能で

あると指摘している。また、IMF (2019)は、政府による国有企業に対する「暗黙の保証」が、資

金の非効率な配分に寄与していると指摘している。 
40 クレジット・ギャップは、非金融部門向け与信対 GDP 比率が、その長期トレンドからどの程

度乖離しているかを示した指標である。BIS は、当該指標が 9％ポイントの閾値を上回ると、3
年以内に金融危機が起こる可能性が高いと主張しており（Aldasoro et al. (2018)）、中国は 2020 年

9 月末時点で 10.7％ポイントと閾値を超えている。 
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５．おわりに  

本稿では、中国経済が今後もキャッチアップ過程を辿り高めの成長率を実現

していくか、その蓋然性や越えるべきハードル、対応すべき課題について分析・

整理した。 

中国の一人当たり GDP は、未だ米国の 2 割程度に止まっており、先進国への

キャッチアップによる成長のポテンシャルは大きい。これまで東アジア諸国・地

域等が辿ってきたキャッチアップ過程を辿るとすれば、中国が 2035 年までに「経

済規模を倍増」させることは可能であると考えられる。 

しかし、このことは改革なしに、経済規模の倍増が実現し得ることを意味する

わけではない。むしろ、農業の生産水準の維持、輸出依存型の製造業の拡大の限

界、少子高齢化の影響といった中国が抱える状況を踏まえると、キャッチアップ

の実現のためのハードルは高い、と評価すべきであろう。 

こうしたハードルを越えていくためには、TFP 成長率の引き上げが欠かせな

い。そのためには、イノベーションの促進に加え、農業や戸籍などの制度改革、

市場メカニズムも利用した資源配分の効率化といった課題に着実に対応してい

くことが求められると考えられる。  
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図 1 各国・地域の 1人当たり GDP 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 製造業の就業者比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注 1）T 年は、各国・地域の 1 人当たり GDP が 3 千ドルを超えた年に設定。GDP は供給サイド、2017 年購買力平価 
（連鎖方式）を使用。 

（注 2）中国の直近は 2020 年。2019 年までは Penn World Table の値、2020 年は実質 GDP 成長率と人口成長率で延長。 
（出所）Penn World Table 10.0、CEIC、HAVER 

（注 1）T 年は、製造業に従事する就業者比率がピークを迎えた年に設定。中国の T 年は 2012 年、直近は 2019 年 
（ILO ベース）。 

（注 2）シャドーは、中国の 2019 年の 1 人当たり GDP に達した国・地域について、製造業就業者比率の 25%タイル 
値と 75%タイル値の範囲（GGDC ベース）。 

（出所）ILO、GGDC 
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図 3 産業別の労働生産性上昇率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 経済全体の労働生産性の寄与度分解 
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（注）年平均上昇率。中国は 2010～19 年（国際連合、ILO ベース）。東アジア諸国・地域は、中国の 2010 年の 1 人 
当たり GDP を超えてからの、日本・韓国・台湾・シンガポールの労働生産性上昇率の単純平均（GGDC ベー 
ス）。サービス業は、卸小売・宿泊・飲食業、運輸・倉庫・通信業、その他サービス業の加重平均値。 

（出所）国際連合、IMF、ILO、GGDC、Penn World Table10.0 

（注）年平均上昇率。McMillan and Rodrik (2011)の寄与度分解を基に試算。 
（出所）国際連合、IMF、ILO、McMillan and Rodrik (2011) 
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図 5 産業別の就業者比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 6 産業別のキャッチアップ・スピード 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）2020 年以降の就業者比率は、直近 10 年のトレンドで延長。 
（出所）ILO 

（注）***は 1%有意、**は 5%有意、*は 10%有意。標準誤差は、国・地域のクラスターロバスト標準誤差。 
（出所）GGDC、CIP 
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図 7 2035 年までの成長率試算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8 労働生産性の先行き（2035 年時点） 
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（注）実質 GDP の直近は 2020 年。成長率予測は、IMF の実質 GDP 前年比（労働生産性実績の算出に利用した、GVA 
と ILO の実績値が存在する 2019 年まで）と、2020 年以降の当局試算値を接続し、HP フィルターした値。 

（出所）国際連合、IMF、ILO、GGDC、CIP 

（注）サービス業は、卸小売・宿泊・飲食業、運輸・倉庫・通信業、その他サービス業の加重平均値。 
（出所）国際連合、IMF、ILO、GGDC、CIP 
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表 9 試算結果の先行研究との比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10 成長パスの国際比較 
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（注）Roberts and Russel (2019)の成長率は、同稿の試算結果をもとに算出。 

（前年比、%）

2025年 2030年 2018～28年 2021～25年 2016～30年 2020～30年 2013～33年

本稿試算値 5.3 4.4 5.6 5.7 5.6 5.2 5.7

IMF
Zhu et al. (2019)

5.0 4.0-4.2

World Bank (2020) 6.0

中国社会科学院
黄ほか(2021)

5.3

豪州中銀
Roberts and Russel (2019)

4%超

カナダ中銀
Bailliu et al.  (2016)

5.0

Lu and Cai (2014) 5.5

Pritchett and Summers (2014) 3.9

Higgins (2020) 2.7-4.9

中国人民銀行(2021) 5.4

（注）T 年は、中国の 2019 年の 1 人当たり GDP を超えた年に設定。中国は、2020 年以降のベースライン試算値。 
シャドーは、中国の 2019 年の 1 人当たり GDP を超えたことがある 97 か国・地域について、T＋1 年以降の 
1 人当たり GDP 成長率の、25%タイル値と 75%タイル値の範囲。東アジア諸国・地域は、日本、韓国、台 
湾、シンガポールの前年比の単純平均。GDP は供給サイド、2017 年購買力平価（連鎖方式）を使用。 

（出所）Penn World Table 10.0 
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図 11 農業の付加価値比率         図 12 農業の就業者比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 13 農業の付加価値が不変の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注 1）T＋1 年は、中国が 2020 年、東アジア諸国・地域 
は中国の 2019 年の 1 人当たり GDP を超えた翌年 
に設定。東アジア諸国・地域は、日本、韓国、台 
湾、シンガポール。 

（注 2）シャドーは東アジア諸国・地域の 大値・ 小値 
（GGDC ベース）。 

（出所）国際連合、ILO、GGDC 

（注 1）T 年は、製造業に従事する就業者比率がピーク 
を迎えた年に設定。中国の T 年は 2012 年、直近 
は 2019 年（ILO ベース）。 

（注 2）シャドーは東アジア諸国・地域の 大値・ 小値 
（GGDC ベース）。 

（出所）ILO、GGDC 

（注）成長率は、IMF の実質 GDP 前年比（労働生産性実績の算出に利用した、GVA と ILO の実績値が存在する 
2019 年まで）と、2020 年以降の当局試算値を接続し、HP フィルターした値。 

（出所）国際連合、IMF、ILO、GGDC、CIP 
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図 14 製造業の付加価値比率            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 16 世界貿易量成長率          図 17 都市部の人口比率 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）T＋1 年は、中国が 2020 年、東アジア諸国・地域は 
中国の 2019 年の 1 人当たり GDP を超えた翌年に設 
定。東アジア諸国・地域は、日本、韓国、台湾、シン 
ガポール。 

（出所）国際連合、ILO、GGDC 

（注）直近は 2015 年。OECD TiVA データベースの製 
造業付加価値を使用。 

（出所）OECD 

（注）世界貿易量は輸出の数量ベース。各国・地域の世

界貿易量の成長率は、中国の 2019 年の 1 人当た

り GDP を超えた時点から、16 年間の年平均成長

率。 
（出所）Penn World Table 10.0、WTO 

（注）国際連合「世界都市人口予測」に基づく。都市部

に居住する人口の割合。中国の 2020 年以降は国

際連合見通し。 
（出所）国際連合 
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図 15 世界の製造業に占める各国・地域の比率 
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図 18 所得と自動車普及率の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 19 生産年齢人口比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）直近は、日本と中国が 2019 年、他が 2017 年。米国は乗用車とトラックの合計。1 人当たり実質 GDP は Penn 
World Table ベース。 

（出所）CEIC、世界自動車統計年報、Penn World Table 10.0 

（注 1）T 年は、各国・地域が中国の 2019 年の 1 人当たり GDP を超えた年に設定。生産年齢人口は 20～64 歳。 
（注 2）中国の実線は、1999～2019 年。破線は、国際連合の世界人口推計（2019 年版、中位推計）を利用。 
（出所）Penn World Table 10.0、国際連合 
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図 20 家計貯蓄率の試算値と実績      図 21 総貯蓄率の試算値と実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 22 キャッチアップに必要な TFP 成長率 
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（注 1）家計貯蓄率は、資金循環統計の家計貯蓄を GDP で 

除して算出。直近は 2018 年。 

（注 2）予測値は、Curtis et al. (2015)のモデルに基づく試算 
値を、資金循環統計ベースの貯蓄率に回帰すること 
で推計。 

（出所）Penn World Table 10.0、国際連合、CEIC、 
Curtis et al. (2015) 

（注 1）IMF の総貯蓄率。対 GDP 比。直近は 2019 年。 
（注 2）予測値は、図 20 の家計貯蓄率の予測値を、 

総貯蓄率に回帰することで推計。 
（出所）Penn World Table 10.0、国際連合、CEIC、IMF、 
    Curtis et al. (2015) 

（出所）Penn World Table 10.0、国際連合、HAVER、IMF、CEIC、Herd (2020) 
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図 23 中国の米国への知財権使用料の支払額  図 24 対中直接投資 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 25 米国の輸出許可の却下件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）直近は 2019 年。米国から中国へのサービス輸出に

おける、知財権使用料。米国商務省経済分析局の公

表値。 
（出所）CEIC 

（注）直近は 2019 年。対中直接投資は、商務部公表

値（金融関連業種を含む）。台湾の直接投資は、

台湾当局の許可ベース。 
（出所）CEIC、台湾経済部投資審議委員会 

（注）直近は 2020 年。産業安全保障局による、有形財・ソ 
フトウェア・テクノロジーに係る輸出・再輸出ライ 
センス申請の却下件数。 

（出所）米国商務省産業安全保障局 
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図 26 R&D 投資額と GDP 比        図 27 R&D 投資の各国・地域比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 28 高度人材             図 29 国際特許認可件数 
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（注）直近は 2019 年。国家統計局公表ベース。 
（出所）CEIC 

（注）2018 年時点。ブラジルとアルゼンチンは UNESCO、

その他は OECD。 
（出所）OECD、UNESCO 

（注 1）直近は 2019 年。 
（注 2）修士・博士号取得者。中国は科学・工学分野、 

米国は工学・生物科学・コンピュータサイエン 
ス等の合計。 

（出所）CEIC、米国教育統計センター 

（注）直近は 2019 年。居住者・非居住者合計。 
（出所）世界知的所有権機関（WIPO） 
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図 30  R&D 投資に占める基礎研究の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 31 国別の論文数と平均被引用回数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）シンガポールは 2018 年時点。その他は 2019 年時点。 
（出所）OECD 

（注）2015～19 年の合計。被引用回数は自己引用を除く。 
（出所）Scimagojr 
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図 32 国有企業以外の売上高・雇用者比率  図 33 上場企業の平均年齢 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 34 鉱工業の ROA と総資産       図 35 国有企業向けの貸出残高の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）直近は売上高が 2020 年、雇用者数が 2019 年。売上 
高は、鉱工業セクターにおいて国有企業（「国有」と 
「国有控股」の合計）以外の比率。雇用者数は、都 
市部における「国有」以外の雇用者比率。 

（出所）CEIC 

（注）2021 年時点。 
（出所）Bloomberg 

（注）2020 年時点。国有企業は「国有」と「国有控股」の 
合計。 

（出所）CEIC 

（注）直近は 2016 年。企業向け国内貸出（除く零細企 
業）に占める「国有控股」の割合。 

（出所）CEIC 
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図 36 資金のリリエン指数（再分配指標）  図 37 雇用のリリエン指数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 38 クレジット・ギャップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）直近は 2017 年。固定資産投資向けの国内貸出を使 
用。金融、リース・対事業所サービス、不動産等を 
除く。業種分類の変更時は、業種を組み替えている。 

（出所）Wind  

（注）直近は 2019 年。都市非私営単位就業人員を使用。 
金融、リース・対事業所サービス、不動産等を除く。 

（出所）中国労働統計年鑑、中国統計年鑑 

（注）直近は 2020/3Q。非金融部門向け与信。トレンドは 
片側 HP フィルターを用いた BIS の試算値。 

（出所）BIS 
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